






























圧倒的に通説的な見解によれば, 公務員職権濫用罪 (刑法193条) の保



















ればその両者の関係は ｢職権を濫用｣ することと ｢人に義務のないことを
行わせ, 又は権利の行使を妨害｣ することの解釈論に帰するといった指摘

































にする｡ その結論として, 本罪における ｢職務権限｣ は ｢相手方の行動に
影響を及ぼすべき権限｣ であり, ｢相手方の行動選択に影響を与えうる程
度の職権の濫用｣ が行われることが必要であることを示す｡ この行為が行














第１に, 学説の状況を概観する｡ その目的は, 学説がどのような議論状
況にあるかを示すことにある｡









考にしながら, 本罪における未遂 (個人的法益に対する危険) と既遂 (個
人的法益に対する侵害) とを描写し, 前者の段階では現行法上不可罰にと
どまり, 後者にいたってはじめて処罰が可能であることを示す｡























































































本罪に問われることになろう｡ しかし, これらの場合には, 服務規程違反
として懲戒処分に付し, あるいは, その情報を外部に漏らした時点で秘密














｡ それは, このような受忍強制があれば, 193条
















となれば, 現在の学説の考察状況は, 本質の一面を突きながらも, 重要
な点を整理しないまま議論が進められてきたといわなければならない｡ そ
れは, 強要罪が, 未遂処罰規定を有する侵害犯であるということ, すなわ
ち実行行為と既遂到達とに時間的・概念的に差がある犯罪であるというこ
とである｡ 強要罪においては, 強要の故意をもって (一定の自由を侵害す
る危険を有する) 暴行・脅迫行為が行われれば未遂犯であり, 強要行為と
因果関係のある相手方の自由侵害があれば既遂犯である｡ これに対して本
罪は, 未遂処罰規定を持たない犯罪である｡ つまり, 既遂到達と犯罪成立
が等しいことになる｡ そのため, 職権濫用行為をめぐる議論は, 実行行為























































































｢刑法193条にいう 『職権の濫用』 とは, 公務員が, その一般的職務権限

























の Xですが｣ ｢例の件の弁償はどうなりましたか｣ ｢これから弁償のこと






























































｡ たしかに, 判例は相手方の ｢意思｣ への働きかけは要求して
いない｡ しかし, ③決定が ｢それが濫用された場合, 職権行使の相手方を
して事実上義務なきことを行わせ又は行うべき権利を妨害するに足りる権
限｣ を要求し, ⑤事件において本罪の成立を否定しているように, 相手方
に何等影響を与えないものであっても本罪の成立を認めているわけではな



















いるかといえばそうではない｡ ③事件において最高裁は ｢職権の濫用｣ と
は ｢公務員が, その一般的職務権限に属する事項につき, 職権の行使に仮




べている｡ すなわち, 最高裁は, 公務員が, 相手方をして事実上義務なき
ことを行わせ又は行うべき権利を妨害するに足りる権限を濫用した場合に,














































判例は, 意思の抑圧を要求せず, かつ ｢それが濫用された場合, 職権行
使の相手方をして事実上義務なきことを行わせ又は行うべき権利を妨害す
るに足りる権限｣ の濫用を要求するが, それは, どのようにして可能か｡
意思への働きかけをしないが, 相手方をして義務なきことを行わせ又は行





















なく, 暴行・脅迫を手段として達成すれば強要罪となる｡ もちろん, 公務
員が職権を濫用して相手方の意思に働きかけることによって相手の行動制
御を達成すれば, いずれの見解をとっても本罪が成立する｡ たとえば, ③
事件は, 相手方 (刑務所長ら) の意思に働きかけており, ④事件も, 相手





































































て, 控訴審判決は, ｢土地の立入禁止, 立木の伐採搬出禁止等の条項とと












この事件も, 法的な働きかけのケースである｡ 一般的に ｢土地の立入禁













躊躇する ならば, 法的に相手方の行動が制限される (べき) 事案であ
るといえよう｡
g) 判例からの示唆 事実上の他人の行動制御





である｡ となれば, 判例は意思の自由というよりも行動の自由を, 意思へ
の働きかけというよりも事実上の行動選択肢への働きかけを問題にしてい
るといえるように思われる｡ つまり, 判例は ｢公務員が職権を濫用して,
事実上, 他人の行動を制御する (人の行動を変化させる)｣ ことを問題視
しているのである｡
判例から示唆を受けたように, 本罪の保護している自由を ｢意思｣ の語
には包含しきれない, 行動への (職権濫用による) 法的な介入をも含んで





















J. S. ミルは, 自由に関する古典である 『自由論
(39)
』 を著し, いわゆる侵


















べきは, ミルが ｢行動をとる自由｣, ｢行動できなければならない｣ と自由
























い自由)｣ を保護しており, 性的自由に対する罪は ｢性的な行為を拒絶す
ることを妨害されない自由 (性的な行為を甘受するという義務のないこと
を強要されない自由・あるいは性交等を拒絶するという権利の行使を妨害
























































































遂に達する｡ この理解は, 監禁罪において, 可能的自由を侵害した段階で




































既遂に達するためには, 現に ｢人に義務のないことを行わせ, 又は権利
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